
　
市
民
の
み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
税

金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
ど
の
よ
う

に
使
わ
れ
た
の
か
、
平
成
28
年
度
一
般
会
計
の

決
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【
一
般
会
計
】

　

平
成
28
年
度
一
般
会
計
の
歳
入
総
額
か
ら
歳

出
総
額
を
単
純
に
差
し
引
い
た
形
式
収
支
は

22
億
２
３
９
９
万
円
で
、
こ
の
う
ち
平
成
29
年

度
に
継
続
し
て
実
施
す
る
こ
と
と
し
た
事
業
の

た
め
の
お
金
１
億
９
９
２
５
万
円
を
差
し
引
い

た
実
質
収
支
は
20
億
２
４
７
４
万
円
の
黒
字
と

な
り
、
良
好
な
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳
入
】

　

歳
入
は
、
市
税
や
公
共
施
設
の
使
用
料
な
ど

の
自
主
的
に
収
入
で
き
る
自
主
財
源
と
、
国
か

ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
、

県
か
ら
交
付
さ
れ
る
各
種
交
付
金
な
ど
の
依
存

財
源
に
大
別
さ
れ
ま
す
。

　

自
主
財
源
は
、
企
業
収
益
や
個
人
所
得
・
雇

用
環
境
の
改
善
に
伴
い
市
税
が
伸
び
た
こ
と
か

ら
増
収
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
依
存
財
源

は
、
市
民
文
化
ホ
ー
ル
や
新
庁
舎
の
新
築
工
事

着
手
に
伴
い
市
債
が
大
幅
に
増
額
と
な
っ
た
こ

と
か
ら
全
体
と
し
て
増
収
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
地
方
交
付
税
に
お
け
る
優
遇
措
置
（
合
併

算
定
替
）
の
縮
減
や
地
方
消
費
税
交
付
金
の

平
成
28
年
度　

決
算
報
告

　

財
政
課

　

28
・
６
０
０
７

減
少
な
ど
に
よ
り
、
国
・
県
か
ら
の
交
付
金

は
、
減
収
と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
全
体
で
は
、

48
億
６
９
３
８
万
円
（
前
年
度
比
12
・
１
％
）

の
増
収
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】

　

歳
出
は
、
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
の
義
務
的

経
費
、
道
路
・
公
園
・
公
共
施
設
な
ど
の
社
会

資
本
を
整
備
す
る
た
め
の
投
資
的
経
費
、
市
内

の
各
種
団
体
へ
の
補
助
金
や
将
来
の
支
出
に
備

え
た
積
立
金
な
ど
の
そ
の
他
経
費
の
３
つ
に
大

別
さ
れ
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
は
、
市
民
文
化
ホ
ー
ル
や
新

庁
舎
の
新
築
工
事
着
手
の
ほ
か
、
子
ど
も
若

者
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
の
新
築
な
ど
に
よ
り

51
億
７
０
０
１
万
円
（
前
年
度
比
82
・
６
％
）

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
義
務
的
経
費
は
、
人

件
費
で
減
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
扶
助
費
の
伸

び
に
加
え
て
合
併
特
例
債
の
償
還
額
が
増
え

て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
増
額
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
そ
の
他
経
費
は
、
積
立
金
の
減
少

な
ど
に
よ
り
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
余
剰
金
を
基
金
に
積
み
立
て
る
の
で
は
な

く
、
借
入
金
の
繰
上
償
還
な
ど
積
極
的
に
負

債
の
減
少
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
に
よ
る
も
の

で
す
。
以
上
の
こ
と
か
ら
、
歳
出
全
体
で
は
、

51
億
４
２
７
３
万
円
（
前
年
度
比
13
・
６
％
）

の
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

自主

財源

45.8％

依存

財源

54.2％

市税
1,494,349 万円
（33.0％）

分担金及び負担金
49,079 万円（1.1％）

使用料及び手数料
84,698 万円（1.9％）

財産収入・寄附金・諸収入
83,440 万円（1.9％）

繰入金 108,884 万円（2.4％）

繰越金 249,734 万円（5.5％）

地方交付税
615,046 万円
（13.6％）

県支出金
223,470 万円（4.9％）

市債
879,860 万円
（19.5％）

その他の交付金
178,581 万円（3.9％）

地方譲与税 34,696 万円（0.8％）

国庫支出金
520,949 万円（11.5％）

歳　入
452 億 2,786 万円

（前年度比＋ 12.1％）

歳　出
430 億 387 万円
（前年度比＋ 13.6％）

義務的

経費

45.1％

その他

経費

28.3％

投資的

経費

26.6％

維持補修費 26,918 万円（0.6％）

補助金など 190,012 万円（4.4％）

物件費 488,076 万円（11.3％）

投資及び出資金・貸付金
24,950 万円（0.6％）

繰出金 485,763 万円（11.3％）

扶助費
760,521 万円（17.7％）

公債費
521,343 万円（12.1％）

人件費
655,905 万円（15.3％）

普通建設事業費
（災害復旧費含む）
1,142,929 万円（26.6％）

積立金 3,970 万円（0.1％）



平
成
28
年
度
の
主
な
事
業
と
決
算
額

～
主
な
重
点
事
業
～

安
心
・
安
全
な
ま
ち
づ
く
り

○
小
中
学
校
施
設
耐
震
化
事
業
（
新
宮
小
中
学

　

校
新
築
事
業
除
く
） 　

１
億
５
５
７
２
万
円

○
漁
港
海
岸
整
備
事
業　

１
億
７
１
５
２
万
円

産
業
支
援

○
企
業
立
地
促
進
事
業　

３
４
２
８
万
円

○
企
業
合
同
就
職
説
明
会
事
業　

３
９
７
万
円

ま
ち
の
活
性
化

○
市
民
文
化
ホ
ー
ル
建
設
事
業

　

19
億
６
３
２
５
万
円

○
地
方
創
生
加
速
化
事
業　

２
４
６
１
万
円

○
川
之
江
地
区
整
備
事
業　

５
億
３
８
５
９
万
円

○
Ｊ
Ｒ
伊
予
三
島
駅
南
口
駐
輪
場
整
備
事
業

　

５
４
８
９
万
円

弱
者
に
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り

○
デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
運
営
費　

４
１
３
５
万
円

○
地
域
生
活
支
援
事
業　

１
億
５
６
１
７
万
円

○
こ
ど
も
医
療
費　

３
億
７
９
９
９
万
円

子
育
て
支
援

○
紙
の
ま
ち
の
子
育
て
応
援
乳
児
紙
お
む
つ
支

　

給
事
業　

３
４
６
４
万
円

○
認
定
こ
ど
も
園
整
備
事
業　

４
７
９
８
万
円

○
川
之
江
小
学
校
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
新
築
事

　

業　

１
億
４
０
９
９
万
円

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り

○
地
球
に
や
さ
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
設
置
補

　

助
事
業　

２
５
０
万
円

　

他
に
も
「
あ
っ
た
か
協
働
都
市
」
の
実
現
に

向
け
、
幅
広
い
分
野
で
事
業
を
実
施
し
ま
し
た
。

子ども若者発達支援センター建設事業

9 億 1,583 万円

新宮小中学校新築事業

6 億 8,748 万円

○市民一人あたりの市税負担額

 市民税  　62,111 円
 固定資産税 　 95,596 円
 その他  　10,065 円

合計 　167,772 円

市の決算を「市民一人あたり」で考えると、

税金の負担額は約 17 万円、市民サービス額は約 48 万円です。

　市民のみなさんにご負担いただいたの税金の額（歳入のうち市
税の額÷平成 28 年度末人口 89,070 人）は一人あたり 167,772 円
となり、市が提供したサービス額（歳出総額÷平成 28 年度末人口）
は一人あたり 482,810 円になります。

○市民一人あたりの市民サービス額

費目 平成 28 年度
決算額

一人あたりの
市民サービス額

 議会費（市議会の運営） 　 25,020 万円 　　2,809 円
 総務費（住民票や戸籍、課税事務、市役所の運営など） 　733,564 万円 　 82,358 円
 民生費（子育て支援や高齢者福祉、障がい者福祉など） 1,522,928 万円 　170,981 円
 衛生費（健康づくりやごみ処理、公衆衛生など） 　260,281 万円 　 29,222 円
 労働費（勤労者福祉や就労支援など） 　　5,108 万円 　　　574 円
 農林水産業費（農林水産業の振興など） 　116,729 万円 　 13,105 円
 商工費（商工業振興や企業誘致、観光振興など） 　 85,660 万円 　　9,617 円
 土木費（道路や橋、公園、下水道などの整備、都市計画など） 　438,015 万円 　 49,177 円
 消防費（消防・防災や救急活動など） 　143,330 万円 　 16,092 円
 教育費（学校施設の建設や社会教育、スポーツ振興など） 　442,805 万円 　 49,714 円
 公債費（借入金の返済） 　521,343 万円 　 58,532 円
 災害復旧費（災害復旧） 　　5,604 万円 　　　629 円

合計 4,300,387 万円 　482,810 円


